
学費の公私間格差是正、『私学も無償に』、就学支援金制度の維持・拡充、 
 

 
 

 
 私学助成全国署名集約院内集会に 101 名の議員関係者を迎え、文部科学大臣政務官への直接要請も実現させました。しかし、国の予算案が

提出されるまでは、予断を許さない情勢がつづきます。また、各県における自治体独自制度拡充までは、運動を続ける必要があります。独自予

算拡充に向けた各県の動きをお知らせします。 最初は、全国と同日に行われた新潟の「9月末学費滞納調査」結果の記者発表の様子です。 

 

  

 

 
全全国国私私立立学学校校教教職職員員組組合合連連合合  

No.32  2019年12月13日（金） 

 


